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プログラム運営統括 

２０１０年～ 慶応義塾大学名誉教授 

 

《主な著書・編著》 

１９８７年 『政治家 VS.官僚』東洋経済新報社 

１９８９年 『テクノヘゲモニー』国は技術で興り、滅びる 中公新書 

１９９１年 『テクノデタント』技術で国が滅びるまえに ＰＨＰ研究所 

１９９５年 『国際政治と科学技術』（訳書）ユージン・B・スコルニコフ 
 ＮＴＴ出版 

１９９６年 『「無意識の意思」の国アメリカ なぜ大国は甦るのか』 
 日本放送出版協会 

１９９７年 『グローバル・デモクラシーの政治世界～変貌する民主主義の 
 かたち～』 共著 内山秀夫 有信堂高文社 

２００５年 『グローバル・セキュリティ』 慶応義塾大学出版会 

２０１１年 『国家の勢い』技術の「坂の上の雲」モデル ＮＴＴ出版  
 ほか多数 

このレポートは平成 23 年 9 月 12 日東京會舘において行われた第 119 回本田財団懇談会の講演の   
要旨をまとめたものです。 
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 ただいまご紹介に預かりました薬師寺でございます。本日は大先輩の方々がたくさんいる前

でお話をしなければならないのでたいへん緊張しております。どうぞよろしくお願いいたします。 

 『国家の勢い』というのは新しく出した本でございまして、その話は少し終わりの方でさせ

ていただきたいと思います。それから、最初に少しお詫びをしなければならないのですが、パ

ワーポイントは英語の部分が多くて、詳しい日本語の図が解像度の問題でよく読めないので、

その話は印刷物で私が持っておりますので、簡単にご紹介をしたいと思います。日本人の講演

の最初というのはたいてい謝ってから始まるということになっていますが、私もそれにならな

って最初にお詫びをしてから始めたいと思います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－1 

〈図－１〉 ジャパンズ・サイテック・ディプロマシーというのは私の造語でございまして、

サイテックというのは science and technology、科学技術外交という言葉の英語の造語でご

ざいます。 

 

日本の科学技術協定の現状 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－2 
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〈図－２〉 これは少し古いデータでございます。日本は科学技術に関する各国との協定を結

んでいるわけですが、トータル 42 カ国と結んでおります。しかし、日本はまだ先進国との科

学技術の協定が多い。このデータを見ますと、開発途上国に対する科学技術の貢献というのは

日本はまだ少なくて、17％弱になっております。アメリカの方は世界国家ということで、特に

ラテンアメリカなども大いに科学技術の支援をしておりまして 48.6％です。ドイツも 38％ぐ

らいです。フランスは宗主国でアフリカなどをもっておりますので、だいたい 48％、ですか

ら先進国と言われている国々の中で日本は開発途上国に対する科学技術の支援、最近は

E-JUST（Egypt-Japan University for Science and Technology エジプト日本科学技術大学）

を、JICA（Japan International Cooperation Agency 国際協力機構）のお金でエジプトのア

レキサンドリアの近くにつくっております。それでも全体的に非常に少ない。それはなぜなの

かというお話をこれからします。 

 日本はアジアの国だからアジアに対する科学技術協定は多いのではないかと思いますけれ

ども、ご覧のように日本は 12％ぐらいです。トータルの中のシェアがパーセントですので、

アメリカは全体で 24％、ドイツでも 21％弱、フランスは 15％弱、このようになっています。

日本はアジアに強いと言われていても、ほかの先進国に比べると少ないということになります。

アフリカの国々を見てみますと、TICAD IV（Tokyo International Conference on African 

Development 第４回アフリカ開発会議）などの国際会議が日本で開かれておりますが、非常

に少ないわけです。2.4％ぐらいです。アメリカも 14％弱あります。ドイツは日本に近いので

すが、日本よりも多い。フランスは 11％ぐらいです。宗主国がアフリカに多いものですから

このようになっています。 

 日本という国は留学生がアメリカへ行かなくなってきています。韓国や中国の学生と比べま

すと留学する機会が非常に少ない。これはいろいろな理由がありますが、私どもが留学した時

は 60 年代後半から 70 年代ですので、そういう点ではいろいろなプログラムが日本は伸びつ

つあった時代に留学をしました。ですから、国家としては成熟しつつある時代と言われますけ

れども、今日はデータをお持ちしなかったのですが、驚くべきことに留学する日本の学生は激

減しております。イギリスにいくとかドイツにいくという者は皆無に等しい。 

 この理由について総合科学技術会議の中でもいろいろな議論があったのですが、大学院の博

士課程の連中も、あるいは博士を取るための連中も外国へいってしまうと、日本のポストがだ

んだんなくなってくるという心配がアンケートでもあります。全体的にやや内向きになってい

るというのが日本の科学技術協定の形でございます。それから、対外的な日本人の若い人たち

の気持ちでございます。科学技術外交というのはそういうものを変えたいということが最初の

気持ちでございました。 

 



3 

国際政治の三色最中構造の変化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－3 

〈図－３〉 日本という国は、国際政治上どういう国家なのかと考えますと、ここに書いてあ

りますように、国際政治では非常に簡単な三色最中と言っておりますが、真ん中に覇権国があ

って、その周りに準周辺国、言葉上周辺の国と言われますけれども、周辺の国は開発途上国も

含めた外側にあるたくさんの国々でございます。日本や 5 大国と言われている先進国は準周辺

国となっています。 

 そういう国でございますので、日本は成長する過程の中でアメリカと協定を結んで、アメリ

カから、つまりヘゲモンの国々から技術を入れようと。これは決して悪い考えではありません

でした。ところが、次第に日本が高度成長をして、日本の科学技術が非常に強くなって、アメ

リカさえも脅かすような時代があったわけでございます。その時でも先進国のアメリカから技

術を入れようという考えでございました。ですから、日本の国際政治の三色最中というのは非

常に古いシステム的な考え方でございます。 

 いまご覧のように G8 とか金融に関する協約的な経済秩序を見ていますと、上下関係なくグ

ループみんなで決めていこうという時代に国際政治はなっていますし、政治経済学はなってい

ます。リーマンショックなどをご覧になっていますようにアメリカがすべてを決めるわけでは

ない。アメリカはご案内のように財政難になっていまして、日本の経済も悪いのですが、それ

で日本の円が非常に高くなっている。アメリカの借金を中国などがファイナンスをしている。

こういう中で、アメリカ自身がヘゲモンと言いますか、三色最中の中心であった時代から、安

全保障上はまだ強いのですがだんだん変わってきている。こういうことでございます。それは

アメリカの政策の失敗というわけではなくて、国際政治全体の構造がストラクチャーした、三

色最中みたいな構造から動いているのです。 
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国際政治のランドスケープの変化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－4 

〈図－４〉 日本は科学技術から見ますと、相変わらずオールド・パラダイムの落とし穴に入

っているということでございます。結局、日本を変えなければいけない。私は国際政治学をや

っておりまして、科学技術の問題も扱っておりますけれども、国際政治から見ると、日本の科

学技術の立ち位置を変えていかなければいけない。いろいろな国が開発途上国と共同でいろい

ろな研究をやっております。アメリカは安全保障上、ラテンアメリカを押さえるとか、アジア

を押さえるというのは構造的な秩序の考え方ですけれども、それはそれなりのアメリカの考え

方としてあるわけです。 

 しかし、物事を決めるのはアメリカが中心で決めるわけではありません。みんなが一緒にな

って決めなければ決まらない時代になっております。科学技術はそういう点では global 

political landscape と言いますけれども、日本の政治のランドスケープを変えていかなければ

いけない。日本が見ている国際政治の世界の景色は、変わっているのだという考えをもってい

なければいけない。 

 それから、エコノミック・パワーというのは非常に重要でございますが、知識国家という形

で、違う形の日本の姿を見せなければいけない。そういうことでサイテク・ディプロマシー（科

学技術外交）というものを考えていたということでございます。 

 これをご覧になりますと、科学技術の問題だけではないのですが、例えばアメリカは相変わ

らずシステム的な秩序はだれがつくるのか。ヘンリー・キッシンジャー（Henry Alfred 

Kissinger 1923~ 元米国国務長官）に言わせると、秩序は大国がつくると考えているわけです。

中国は強い。インドも強くなっている。ソビエトもロシアになってから強くなっている。落ち

ているのは日本だけです。ヨーロッパもアフガニスタンに関して一生懸命やっているけれども、

秩序は乱れている。このようにキッシンジャー的な発想から言うと、アメリカを中心とした大

きな国、ランドステートと言いますか、領土国家みたいな考え方が中心になっています。 
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サブナショナルセクター（SNS）の果たす役割 
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〈図－５〉 ところが、これからは少し物事の考え方を変えなければいけないのです。国家と

いうのは一体何なのか。国家というのは見えもしないのに何なのか。国際政治学を学びたい学

生はたくさんいるのですが、国家というものについて考えたことがない。日本という国はいろ

いろな要素を持っているわけです。日本という国、アメリカという国、中国という国が 1 つひ

とつリンゴのようにあって、ビリヤードのボールのようにぶつかり合っている。こういうイメ

ージです。 

 もうお亡くなりになりましたが、イギリス人でスーザン・ストレンジ（Susan Strenge 

1923~1998）という女性の新聞記者出身の国際政治学者がいて、彼女は『Beyond the Nation 

State』という本を書きました。つまり、国家というものは 1 つのものではなくて、その中に

経済界や本田財団みたいなものがある。つまりサブナショナルセクターといういろいろな組織

があって、それがプレイヤーとして国家という政策を決めて、その中で動いている。こういう

考え方です。 

 総理大臣が決めるわけでもない。全体として政党みたいなものがあって、サブナショナルセ

クター、それをここでは SNS と言っていますが、国家が、何をしているか何をしていないと

かいうことではなくて、科学技術を動かすいろいろなセクターがある。そういうセクターとい

うものがあって、それが全体として日本の科学技術という言い方をしている。 

 このように考えますと、開発途上国も同じようにインドが 1 つではない、カメルーンが 1 つ

ではない、インドネシアが 1 つではない。その中にいろいろなセクターがある。こういうセク

ターを中心とした見方が非常に重要であろうということで、ここに書いてありますように国家

の見方を変えていくためには、まずサブナショナルセクター（SNS）が果たす役割を考えてい

く必要があります。 
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図－6 

図－6 

〈図－６〉 この中で科学技術外交の具体的なお話を少しさせていただきたいと思います。総

合科学技術会議で、国際政治学者として最後にやった仕事が、科学技術外交を立ち上げること

でした。あまりそういうことを言うとだれも信用しないので、その時こっそりいろいろ考えて

いたことがございます。それは、サイテク・ディプロマシーの理論化です。ある日本の研究集

団・サブナショナルセクターと相手側の研究集団・サブナショナルセクターがあって、そして

政府組織があって、最初は研究者同士でコミュニケーションをとった。お互いにまったく何も

知らないで、日本と開発途上国の 2 つが科学技術協定で動くことはあり得ない。やはりある研

究者同士が常にコミュニケートしている。こういうことでございます。 

 そうしますと、日本がすでにやったように、開発途上国も日本の優れた科学技術の内容につ

いて教えてもらう。模倣する。模倣することは決して悪いわけではありません。それから、日

本から教えてもらった科学技術を知識だけではなくて応用する。応用するエリア、例えばチュ

ニジアとかエジプトなどの乾燥地の農業というのは日本の中ではなかなかない。しかし、それ

を教えると乾燥地に関する農業というのはどういうふうにすればいいのかを日本人も学びま

すし、日本の研究者も学びますし、相手の国々もそれを学び始める。これで差別化が始まるわ

けです。つまり、真似をしている技術を応用すると、そこに新しい「知」が発生する。日本も

それを学ぶ。こういうことでございます。 

 セキュリティというのはヒューマン・セキュリティ、あるいはナショナル・セキュリティも

含めてですが、そういう国々が、自分で日本から得た科学技術を実際に自分のところで応用す

ることによって、国民の豊かさや安全というものを担保することができる。それを日本が学べ

ば良いことではないでしょうか。 
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開発途上国に学ぶことを恥じていないか 
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〈図－７〉 これは吉村正先生（1900~1984 政治学者）のご子息の融先生（1930~ 元政策研

究大学院大学学長、現本田財団評議員）に教えてもらったのですが、東京大学工学部の前身で

ある工部省工学寮の都検といいますか、校長先生としてヘンリー・ダイアー（Henry Dyer 

1848~1918 英国の技師教育者）という人が 1873 年に伊藤博文の招きによってスコットラン

ドのグラスゴーからまいります。彼は 10 年いてグラスゴーに戻るわけですが、その頃の東京

大学の初期の工学部の先生方はスコットランド人が中心でございました。1 人だけロンドンか

ら来た建築家で、帝国ホテルなどをつくった人がいますけれども、日本へそういう人たちが最

初に来て教えていたわけです。 

 彼は、スコットランドに戻ったあと、ちょうど日露戦争が勃発する頃ですが、タイトルその

ものが『大日本』という本を書いたわけです。その本の終わりの方にたいへんすごいことが書

いてあるわけです。『日本とイギリスをいま比べてみてくれ。日本は開発途上国と言われてい

るけれども、学ぶことに対してものすごく熱心である。』そのあとに帝国大学令が敷かれるわ

けですけれども、明治の非常に活気のある時です。司馬遼太郎の『坂の上の雲』の時代です。

その時彼は、『日本を見よ、開発途上国を真似することをイギリス人は恥じていないかどうか。

そして、彼らが国家として教育を熱心にやっているかどうか。イギリスがかつてやったように、

科学技術を実際の場、工業などにちゃんと応用しているかどうか。科学技術というものを、エ

ンジニアという人たちをイギリス人は蔑視していないか。』いまでもイギリスはエンジニアを

蔑視しているわけです。そういうことを『大日本』という 1904 年出版の本に書いてあるわけ

です。 

 日本は先進国ばかりを見ていて、開発途上国に関して、彼らが優秀でいろいろなアプローチ

をしていることを日本が真似ることを恥じてはいないか。そういう中に日本が貢献することに

関して、外国が教育ということを熱心にやっているが、そういうことを日本はきちんとやって

いるかどうか。それから、実際に科学技術を工業や産業に新しくやっているかどうかというこ
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とです。ここに書いてありますように、日本は開発途上国を支援するわけですが、単に支援す

るわけではなくて、コミュニケーションをして対等に研究をやる。そういう中で日本は、向こ

うがやっていることを真似することを非常に恥ずかしいと思っていないか、ということでござ

います。 

 ヘンリー・ダイアーの言葉は、いまの日本は非常に閉塞感があって、東日本の震災もありま

したが、何か違う日本、新しいものを外から学ぶことができるかどうか。私どものプログラム

の話をあとで少ししますけれども、防災関係に関してすでに日本の研究者と開発途上国の研究

者が東日本に入って、どういうふうにここを直したらいいかという議論をしております。皆様

方ご存じかどうか分かりませんが、アジア工科大学というものがバンコクにあって、日本は生

産技研を中心にしてたくさんの人たちが環境の科学技術を教えにいったわけです。それが 10

年、あるいは 20 年経ってみると、もう向こうの方が環境に関する科学技術は進んでいるとい

うのです。そのことは大垣眞一郎さんという国立環境研究所の理事長が私に言っていました。

国立環境研究所は向こうにいろいろな人を送ったわけですが、いまアジア工科大学の環境部門

から日本が学ぶための包括契約を結んでいる。わが国も開発途上国だったわけです。それで今

があるわけです。それはアフリカだからできないという話ではないわけです。 

 イノベーションについて前から考えていることですけれども、模倣して、それにプラスアル

ファを入れる。これがエミュレーションというテクノヘゲモニーで出した考え方です。これで

やる必要がある。ですから、科学技術外交というのは、単に科学技術協定を日本と開発途上国

で結ぶのではなくて、日本が彼らの応用例みたいなものを学ぶことができる。これは日本の閉

塞感をなくす全部ではありませんが、1 つの手ではないかと思います。 

 

ODA を使った科学技術外交 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－8 

〈図－８〉 いま外務省が管轄している ODA（Official Development Assistance 政府開発

援助）という予算があります。これは毎年 4％ずつピラミッドの角のようにきれいに下降減少
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しています。それを科学技術に使って、開発途上国の持続可能な成長に貢献しようということ

で、SATREPS という言葉を若い人たちが考えてやっております。ODA は技術支援をやって

います。道路をつくったり、井戸を掘ったり、いろいろな灌漑施設をつくったり、技術を使っ

てやっています。これからは日本のかなり高度な科学技術を、ODA と科学技術予算を使って

一緒にやっていきます。水と油のお金ですが、科学技術のお金は旧科技庁、いまの文科省がい

ろいろ出してくれているわけです。それに ODA のお金を使う。なぜ ODA のお金を使うかと

いうと、開発途上国に対する支援ですから、高度な科学技術についても ODA を使って支援を

したいということでございます。 

 実際はたいへんでございました。外務省、特に経済協力局の総括参事官とやり合いまして、

「薬師寺先生、こんな高いお金のかかるような ODA は出せない」と言われたこともあります。

では、4％ずつ下がっていいのかとこちらも脅しました。これを使っていくとその効果が出て

くるから、日本国としては非常にメリットがあるし、外務省もメリットがあるのだ。こういう

説得をいたしまして、いまや前外務次官の藪中さんに、役人言葉でございますけれども、科学

技術外交は外務省の 1 丁目 1 番地の政策ですと言っていただきました。それが SATREPS と

言われているやり方です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－9 

〈図－９〉 この写真は、緒方貞子先生と JST の北澤理事長が協約を結んでいるところです。

右のところに手がちょっと見えますけれども、これは私の手でございます。緒方貞子先生とは

長いおつきあいをさせていただいているので、北澤さんは横にいてくれと言って、緒方先生も

最初は信用なさらなかった。「こんな高いお金を使って、開発途上国に貢献ができるのか」「い

や、先生、できます」ということで、いまや緒方先生にもサポートしていただいております。 
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図－10 

〈図－10〉 これは SATREPS の科学技術に関する、開発途上国の持続的な発展というプロ

グラムの中でやっている分野でございます。環境問題とエネルギー問題、それからバイオリソ

ースと言いますか、この前の名古屋の COP（Conference of the Parties 締約国会議）で問題

になりました。最近は外国のいろいろなハーブなどを勝手に我々は持ってこられないようにな

っています。それから、特別な研究をするからと言っても外国の昆虫みたいなものを持ってく

ることができなくなっています。そういう点ではやや難しい問題がバイオリソースの中ではご

ざいます。 

 それから、ナチュラル ディザスター プリベンション、先ほどの東日本の震災で一緒にやっ

ている連中はこの分野です。いろいろな分野がございます。地震、津波、それからチリの津波

の研究などもやっております。フィリピンの火山の問題も研究に入っています。それから、非

常に重要な感染症の研究も実際にいまやっております。これはエイズだけではなくて結核の治

療とか、ガーナの野口研（ガーナ大学医学部附属野口記念医学研究所）と研究をやっていたり、

そういう点ではアフリカに関してもかなり大きなプロジェクトをやっております。 

 プロジェクトとしては大体 3～5 年の期間です。大きさはいろいろございます。いまの事業

仕分けで ODA は使いづらい制約がございます。例えば大きな装置を買う時には、裁量的な購

入はできないことになっております。しかし、自分がよく知っている装置を使いたいというこ

とになりますと、どうしても装置は裁量的に決める傾向にあります。特にアフリカなどでいろ

いろ調達する場合の問題もあって、なるべくヨーロッパの機械を調達するようにしています。

JICA の人たちも非常に協力的になってくれて、大学の調達の中からこちらで持っていって、そ

れを ODA の予算で出してもらうということも例外措置で認めていただいております。だんだん

成果が出てきますので、そういう点では JICA の方々も非常に建設的になってきております。 
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科学技術予算を使った各国支援プロジェクト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－11 

〈図－11〉 日本の人が現地にいく場合には科学技術予算でいくのですが、向こうの方が日本

に来て学び、そして持って帰る場合は ODA の予算を使っております。そういう点では ODA

と科学技術予算は 2 対 1 ぐらいの形になっております。全体的に言えば、最後に書いてありま

すが、現在の時点で 60 プロジェクト、33 カ国が入っております。最初は 2008 年に始まりま

して、いま新しいプロジェクトが成立しております。これは全体的にご覧になると分かります

ように、それぞれの分野に関してありまして、アジアが 31 件、やはりアジアが多いです。ア

フリカが 18 件ございます。そのほかはクロアチアなどの国々でございます。 
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図－12 

〈図－12〉 例えばツバルという国はだんだん海の中に沈むということで、あそこは虫がたく

さんいて、その死骸が白い砂を作っている。非常に遠大な計画ですが、有孔虫をどんどん増や
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していくというプロジェクトをツバルではやっています。チリやペルーやブラジルでは防災と

か HIV（Human Immunodeficiency Virus ヒト免疫不全ウィルス）の感染症の研究などもや

っています。 

 マグロの養殖に日本では近畿大学が成功していまして、その技術をパナマに移植して一緒に

やりたいとした時、そういう点では日本も参加しているアメリカを中心とした国際機関が入っ

ているのですが、パナマ自身が海洋生物に関する大きな組織がないものですから、どうしても

そこにある国際組織に依存せざるを得ない。そうした場合には日本はパナマに支援しているの

であって、国際機関に支援しているわけではない。こういういろいろな問題がございますが、

パナマで始まっています。 

ブータンは氷河の洪水の研究、ベトナムやフィリピン、マレーシア、インドネシアは大体この

4 分野（環境エネルギー、生物資源、防災、感染症）の全部入っております。それから、ここ

にありますようにクロアチアも洪水の問題です。アフガニスタンは小麦の農業です。いま政情

が危ないのでいろいろ考えまして、メキシコが非常に似ている状況なので、いま先生方も若い

人もメキシコで一緒に研究をしております。アフガニスタンの政情が安定したら戻るというこ

とです。 

 チュニジアは乾燥地の研究です。この辺はご案内のように政情が一応落ち着いてまいりまし

た。アルジェリアではいまソーラーパネルのプロジェクトが企業と一緒に始まっています。エ

ジプトはいろいろなプロジェクトがございますが、農業を中心としたプロジェクトから始まり

ました。スーダンは感染症の問題も入っています。ガーナは先ほど言った野口研です。 

 カメルーンは 2 つほどプロジェクトがあります。皆様方、テレビでいろいろご覧になってご

存じかもしれません。あの辺は大きな湖があって、ダーウィン（Charles Robert Darwin 

1809~1882 英国の自然科学者）が言っているように、そこにはほかでは見られないような特

殊な魚がすんでおります。向こうの人たちは生活のためにそこに大きな食べる魚を入れて、生

物学的には非常に重要な魚がみんな食われてしまっているという問題があります。ですから、

アフリカの研究は日本人が知らないような、単に良いとか悪いというのではなくて、現地の生

活感を理解する必要があります。 

 ゴリラの研究を中心にやっておられる山極寿一（京都大学大学院理学研究科、人類進化論研

究室）先生という有名な先生がおられます。いま理学部長で、理学研究科長をやっておられま

す。彼はガボンでゴリラを観光資源にしたエコツーリズム（Ecotourism 自然環境、文化、歴

史等を観光資源としながら、その持続性を考慮する旅行やレクリエーションのあり方）を提唱

しています。ガボンの人は食料としてゴリラを食べるのです。でも、エコツーリズムをしてい

ろいろな人が周りから入ってくると、その観光資源だけで豊かになるわけです。そういうふう

に説得してエコツーリズムをやる。そうすると、観光客がゴリラを見たいという時に感染症を

うつしたりするわけです。それから、ゴリラの糞などを研究する特殊な分野が生物学の中にあ

ります。糞によってゴリラが好きな森はどこにあるのかというような科学的な研究もガボンで

やっております。 

 カメルーンは新しく熱帯雨林の研究を始めました。南アフリカはいろいろな環境の問題がご

ざいますが、いま非常に面白い研究は、南アフリカには金鉱やダイヤモンド鉱がそのまま廃坑
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になっています。私もその辺の分野はちょっと疎いのですが、昔隕石が落ちたらしいのです。

隕石が落ちた周りに金鉱やダイヤモンド鉱があるらしいのです。まだ掘っているところがあっ

て、そこが炭鉱の事故みたいに陥没したりする。そういうことを研究する立命館大学のグルー

プがいま南アフリカに入って、日本の地震の予知に大きな影響を与えています。 

 ブルキナファソという国がございますが、そこはいま北大の先生がコンポスというものを使

って水洗トイレではないようなトイレを使っている。このようなことが動いています。 

 

アフリカの重要性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－13 

〈図－13〉 これが 60 のすべてのプロジェクトです。色をつけたところがいま動いているプ

ロジェクトで、我々はいまアフリカに特化してやっております。 

 これは英語になりますが、アフリカを中心にしたプロジェクトです。アフリカに対して研究

者は非常に思い入れがございまして、アジア・アフリカ研究と大学の中ではあるのです。アジ

アが中心で、アフリカはすごく少ないのですが、最近はアフリカの研究が非常に増えておりま

す。若い大学生が自分のお金でアフリカにいったりするわけです。アメリカには留学しないの

ですが、アフリカみたいなところにいくわけです。アフリカというのはジャングルで、テレビ

でアニマル何とかの番組を見ていると、シマウマとかキリンとかそういうようなイメージがあ

るのですが、アフリカは、そんなことは全然なくて、やはり近代国家があって、ヨーロッパで

教育を受けた人がたくさんいる。全然違うアフリカを見てくるわけです。そういう点では、研

究者も含めてアフリカがいま日本人の意識改革に非常に重要になっております。 

 赤で書いてあるのはやや新しくなったプロジェクトで、ガボンは先ほど申し上げましたよう

にエコツーリズムでございます。カメルーンはすでにやっていたのですが、新しく熱帯雨林の
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研究を始めました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－14 

〈図－14〉 これはそれぞれのプロジェクトでございます。細かいご説明は時間の都合上省か

せていただきますけれども、アフリカという土地には日本大陸が全部入るのです。外務省のア

フリカ課長に本当に入れてもらったのです。ですから、アフリカというのは巨大な大陸なので

す。その割りには日本は向いていない。ところが、新しい研究者はアフリカに対して研究の分

野を広げております。フランス語が中心の国が多いのですが、そういう状況になっています。 
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図－15 

〈図－15〉 これは山極先生の研究で、2008 年から始まりましたのでそろそろ終わりに近づ

いているのですが、先ほど申し上げたように、ゴリラを食べていたガボンの人たちが観光資源

でエコツーリズムをやることによって発達してくる。このようなことでガボンの獣医の先生が

日本に来て、ゴリラを飼っている動物園でいろいろな病気を治すのを一緒に研究したり勉強し

たりしています。白浜の研究所や動物園にいったりします。それから、いろいろな日本のエコ

ツーリズムに案内して、エコツーリズムとは一体どういうものなのかを勉強します。ですから、

ゴリラの研究ではありません。エコツーリズムというものを彼らが分かるまでやっていく。日

本では屋久島のようなところでのエコツーリズムを考えたりしますけれども、彼らのエコツー

リズムは違う型で発展をする可能性があるということです。 
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図－16 

〈図－16〉 先ほど申し上げたように新しいプロジェクトでカメルーンのプロジェクトがござ

います。 
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科学技術資源をベースに日本を変える 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－17 

〈図－17〉 少し時間が経ってしまいましたが、いま私どもはソーシャル・ネットワークを始

めています。皆様方はソーシャル・ネットワークというものをご存じでしょうか。アフリカ諸

国ではいろいろ政変が起こっていますが、ソーシャル・ネットワークが動いていると言われて

います。ソーシャル・ネットワークというのは自分がアイデンティファイをするネットワーク

のことです。自分の責任の中で作り上げていくということで、勝手な意見を言うのとは違いま

す。Friends of SATREPS、FOF と我々は言っていますが、そういうもうものをやっています。 
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図－18 

〈図－18〉 なぜこういうことをやり始めたかというと、研究者の年齢が上がっているのです。

昔は若かったのに、いまやみんな 50 代後半、60 代です。応募する人たちもみんな年齢が上が

ってしまうわけです。若い人たちのアイデアをたくさん出してもらいたいということで、理科

系だけではなくて文科系の人にもこういう分野に入っていただきたいということで、いま

1,000 人ぐらいになってきました。 
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図－19 

〈図－19〉 このように現地の写真を入れていただいたり、どちらかというと大成功です。 
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図－20 

〈図－20〉 これは山極先生が文系の大学 2 年生に対して、ゴリラを食べたりしていることに

ついてちゃんと答えてくれるわけです。ゴリラの研究の最先端の人たちが答えてくれる。そう

すると、ゴリラの肉を食べるとは思わなかったと返事が来ます。皆様も向こうの人がゴリラを

食べるとは思わなかったと思いますが、やはりタンパク源の食料として食べるのです。それよ

りもエコツーリズムをやった方が豊かになって、ほかのタンパク源を買うことができる。こう

いうことでやっております。 

 以上、話が上手くいかなかったのですが、そろそろ終わりにしたいと思います。最後に、こ

ういう若い人たちにどんどん入ってきてもらい、日本は少し勢いをつけなければいけないと思

います。戦後の成長を始めた時には皆様方がとても貢献してくれたと思います。そういうこと

を次の世代の人にもメッセージとして託す必要があると思います。日本はまだ科学技術が強い

わけですから、それをベースにして若い人たちにもほかの国を見てもらいたい。研究の有様を

知ってもらい自分であったらどのように研究を進めていくのか。こういうものも実際に学んで

欲しいと思います。 

 科学技術外交というのは、日本の科学技術をベースにして外交の資源として使うというよう

に文章では書いていますが、メッセージとしては日本を内向きから外向きに変えていきたい。

ということです。まだまだ日本の科学技術の資源があるので、それをベースにして若い世代の

人たちにも参加してもらいたい。若い人たちはいま活躍したくて燃えています。ですから、
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100％成功したとは思っておりませんが、半分成功したと思っています。実際問題として、次

の世代がどういうプロジェクトを出してくるかということで、先ほど申し上げたソーシャル・

ネットワークでアイデアを出させて、今度審査をやろうと思っています。そういう若い人たち

へのプログラム作りを、予算は非常に限られていますけれども、そういう形で始めたいと思い

ます。 

 たいへんまとまりのないお話になりましたけれども、これで終わりにしたいと思います。ご

清聴どうもありがとうございました。 
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